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株 主 各 位
埼玉県上尾市菅谷三丁目105番地

株 式 会 社 フ コ ク
代表取締役社長 河 本 次 郎

　

第64回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第64回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご

通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否

をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送いただきた

くお願い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時（午前９時受付開始）

２．場 所 埼玉県さいたま市中央区新都心３番地２

ラフレさいたま 櫻ホール（３階）

(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項

報告事項 １．第64期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の

件

２．第64期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第５号議案 退任監査等委員である取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い

申し上げます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.fukoku-rubber.co.jp/）に掲載

させていただきます。
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(提供書面)

事 業 報 告

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるグローバルの経済情勢を見ますと、米国並びにＥＵ圏が概ね安

定的に推移し、中国やアセアンで減速気味ながら成長が持続する一方、ロシアや中南米で

は引き続き失速感が影を落とすなど、各エリアでさまざまな様相を呈しました。

　我が国におきましては、熊本地震の影響、英国のＥＵ離脱や米国大統領選の余波などに

よって為替レート、株価が混乱気味に推移した部分もありましたが、雇用情勢並びに個人

消費の改善を背景に、総じて緩やかな回復基調を維持しました。

　このような環境の下、当社グループの主要顧客先である自動車産業におきましては、エ

リア毎の経済情勢による強弱はあるものの、グローバル全体で生産を伸張させておりま

す。

　当社グループの受注状況は、自動車関連が堅調に推移する一方、建機向け等の伸び悩み

や円高基調による換算の影響を受け、連結売上高は前年同期比2.2％減の706億63百万円と

なりました。損益面では、営業利益が製造並びに管理のコスト増、タイにおけるホース事

業の負荷等によって前年同期比4.1％減の30億97百万円、経常利益が同0.1％減の33億65百

万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、前年同期に

子会社の固定資産減損等がありましたため、同8.6％増の21億37百万円となりました。

　当連結会計年度における事業別の概要は次のとおりです。なお、当連結会計年度より、

報告セグメントの区分を変更しており、前連結会計年度との比較・分析は変更後の区分に

基づいて記載しております。

＜機能品事業＞

　国内外における受注は概ね堅調ながら、為替換算の影響を受けて売上高は前年同期比

0.2％減の325億44百万円となりました。セグメント利益については、海外拠点における事

業立ち上げ負担等もあって製造コストが増加し、前年同期比33.7％減の27億34百万円とな

りました。

＜防振事業＞

　国内の売上の減少及び為替換算の影響を受けて、売上高は前年同期比8.4％減の256億58

百万円となりました。一方、セグメント利益については、韓国及び中国の子会社の利益増

等により前年同期比18.4％増の29億93百万円となりました。
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＜金属加工事業＞

　主に国内トラック及び小型建機関連の受注の堅調を反映し、売上高は前年同期比7.6％

増の64億77百万円、セグメント利益については前年同期比740.7％増の24百万円となりま

した。

＜ホース事業＞

　国内外の受注の堅調により、売上高は前年同期比11.1％増の33億24百万円となりまし

た。一方、損益面ではタイの事業推進に係る負荷等により、３億54百万円の損失となりま

した（前年同期は６億52百万円の損失）。

＜新事業＞

　国内外における受注の減少により、売上高は前年同期比10.8％減の33億21百万円となり

ました。セグメント利益については、開発に係る負担等もあって製造コストが増加し、前

年同期比27.1％減の３億35百万円となりました。

② 設備投資等の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は58億６百万円

で、その主なものは当社及びサイアムフコク株式会社における機械装置等とサイアムフコ

ク株式会社及びフコクベトナム有限会社における工場建設等であります。

③ 資金調達の状況

特記すべき資金調達を行っておりません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(2) 財産及び損益の状況 (単位：百万円)

区 分
第 61 期

(平成26年３月期)
第 62 期

(平成27年３月期)
第 63 期

(平成28年３月期)

第 64 期
(当連結会計年度)
(平成29年３月期)

売 上 高 64,300 70,067 72,216 70,663

経 常 利 益 3,519 4,113 3,370 3,365

親会社株主に帰属する当期純利益 2,457 2,789 1,968 2,137

１株当たり当期純利益 (円 ) 142.90 161.99 116.68 128.15

総 資 産 55,804 63,835 63,848 65,153

純 資 産 30,490 34,973 34,930 35,712

(注) １株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

末 吉 工 業 株 式 会 社 80百万円 100％ 金属加工部品の製造販売

株 式 会 社 東 京 ゴ ム 製 作 所 298百万円 100％ ホース等ゴム製品の製造販売

韓 国 フ コ ク 株 式 会 社 4,372百万ウォン 80％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品の
製造販売

タ イ フ コ ク 株 式 会 社 114百万バーツ 51％ 防振ゴム製品の製造販売

サ イ ア ム フ コ ク 株 式 会 社 480百万バーツ 99％
機能品ゴム製品及びホース等ゴム製
品の製造販売

タイフコクパナプラスファウンドリー
株 式 会 社

15百万バーツ
26％
(26％)

防振ゴム製品の製造販売

株式会社フコク東海ゴムインドネシア 8,550千米ドル 80％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品の
製造販売

株 式 会 社 ト リ ム ラ バ ー 2,550千米ドル
100％
(100％)

ホース等ゴム製品の製造販売

フ コ ク イ ン デ ィ ア 株 式 会 社 355百万ルピー
100％
(0％)

機能品ゴム製品及び防振ゴム製品の
製造販売

フ コ ク ベ ト ナ ム 有 限 会 社 15,000千米ドル 100％ 機能品ゴム製品の製造販売

上 海 フ コ ク 有 限 公 司 160百万円 80％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品の
製造販売

東 莞 フ コ ク 有 限 公 司 3,000千米ドル 100％
機能品ゴム製品、防振ゴム製品及び
ＯＡ製品の製造販売

青 島 フ コ ク 有 限 公 司 2,010千米ドル
90％
(40％)

防振ゴム製品の製造販売

フ コ ク （上 海） 貿 易 有 限 公 司 1,000千米ドル 100％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品の
販売

フ コ ク ア メ リ カ イ ン ク 2,411千米ドル 100％
機能品ゴム製品及び防振ゴム製品の
製造販売

フ コ ク メ キ シ コ 株 式 会 社 113.2百万ペソ
100％
(4％)

機能品ゴム製品の製造販売

フ コ ク チ ェ コ 有 限 会 社 60百万コルナ 100％ 機能品ゴム製品の製造販売

(注) 議決権比率の( )内は、間接所有割合で内数で示しております。
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③ その他

イ．重要な業務提携の状況

該当事項はありません。

ロ．重要な技術提携の状況

相 手 先 契 約 内 容

河 北 富 躍 鉄 路 装 備 社 ( 中 国 ) 鉄 道 用 ゴ ム 部 品 の 製 造 に 係 る 技 術 供 与 契 約

南 京 富 国 勃 朗 峰 橡 胶 社 ( 中 国 ) 鉄 道 用 ゴ ム 部 品 の 製 造 に 係 る 技 術 供 与 契 約

　

(4) 対処すべき課題

当社グループの事業は自動車関連を始め、建機、鉄道、ＯＡ、医療などのさまざまな

分野でグローバル展開している国内外メーカーに製品を供給することで成り立ち、目ま

ぐるしく変化する世界情勢と最適地生産・調達の流れの中で、熾烈な競争にさらされて

おります。

足下の経済情勢を見ますと、日本国内は企業業績の回復や雇用環境の改善によって比

較的安定した景況を示し、欧米を中心とした先進国も概ね堅調を維持しておりますが、

一方で米国の大統領選や英国のＥＵ離脱、中国や新興国の経済の変動、戦争やテロにつ

ながる地政学的リスク等が各国の政治・経済にさまざまな影響を与えており、不透明感

を拭えない状況が続いております。

自動車産業はグローバルベースで生産を伸張させておりますが、各メーカーとも脱化

石燃料車の開発、部品の共通化、新興国市場への参入など、新たな競争構造への対応を

迫られており、国内の各メーカーもリーマンショック以降の変化の中、従来の枠組みを

超えたビジネスへの適応を模索し続けてきました。近年は円安基調が続いたほか、ＴＰ

Ｐ等の新たな貿易構造への期待も生じ、国内外の事業バランスも調整局面に入っており

ましたが、保護主義を標榜する米国トランプ新政権が誕生したこと等を受けて不確実性

が増す中、各社とも今後のグローバル事業戦略の方向性を再確認せざるをえない現状で

す。

長期的・持続的な発展を目指す当社グループとしましても、このような目まぐるしい

変化に追随していくため、アジア・アセアンに加えて東欧や中米に拠点を拡げてきたほ

か、事業の再編や管理体制の継続的整備、ものづくりの体質強化に向けたＦＲＰ

（Fukoku Revival Plan）の推進などに取り組んでおります。そのため、投資の先行とコ

スト増の影響を被っておりますが、『新しい価値創造に挑戦し、夢あふれる未来づくりに

貢献する』という企業理念に則して新技術・新商品の開発や原価低減に注力し、引き続

き世界中のお客様の要望に応える商品並びにサービスの充実を図ってまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

当社グループは、次に掲げる事業を行っております。

事 業 名 主 要 製 品 及 び 事 業 内 容

機 能 品 事 業 シール部品及びワイパーブレードラバー等の製品の製造販売

防 振 事 業 ダンパー及びマウント等の製品の製造販売

金 属 加 工 事 業 トラック及び建設機械用金属部品等の製品の製造販売

ホ ー ス 事 業 ホース等ゴム製品の製造販売

新 事 業 ＯＡ、医療、モータ及びウレタン等の製品の製造販売

　

(6) 主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

① 当社

株 式 会 社 フ コ ク

本 社 ・ 上 尾 工 場 埼 玉 県 上 尾 市

東 京 事 務 所 東 京 都 台 東 区

大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市 淀 川 区

藤 沢 営 業 所 神 奈 川 県 藤 沢 市

群 馬 工 場 群 馬 県 邑 楽 郡 邑 楽 町

群 馬 第 二 工 場 群 馬 県 邑 楽 郡 千 代 田 町

愛 知 工 場 愛 知 県 高 浜 市

西 尾 工 場 愛 知 県 西 尾 市

　

② 国内子会社

末 吉 工 業 株 式 会 社
本 社 工 場 埼 玉 県 北 足 立 郡 伊 奈 町

上 尾 工 場 埼 玉 県 上 尾 市

株 式 会 社 東 京 ゴ ム 製 作 所 本 社 工 場 神 奈 川 県 藤 沢 市
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③ 在外子会社

韓 国 フ コ ク 株 式 会 社
本 社 韓 国 京 畿 道 安 山 市

保 寧 工 場 韓 国 忠 清 南 道 保 寧 市

タ イ フ コ ク 株 式 会 社
本 社 タ イ 国 バ ン コ ク 市

工 場 タ イ 国 チ ャ チ ェ ン サ オ 県

サ イ ア ム フ コ ク 株 式 会 社
本 社 工 場 タ イ 国 サ ム ト プ ラ カ ン 県

コラート第一、二、三工場 タ イ 国 ナ コ ン ラ チ ャ シ マ 県

タイフコクパナプラスファウンドリー
株 式 会 社

本 社 工 場 タ イ 国 サ ム ト プ ラ カ ン 県

株式会社フコク東海ゴムインドネシア 本社工場、第二、三工場 イ ン ド ネ シ ア 国 西 ジ ャ ワ 州

株 式 会 社 ト リ ム ラ バ ー 本 社 工 場 イ ン ド ネ シ ア 国 西 ジ ャ ワ 州

フ コ ク イ ン デ ィ ア 株 式 会 社 本 社 工 場 インド国マハラシュトラ州プネ市

フ コ ク ベ ト ナ ム 有 限 会 社 本社工場、第二、三工場 ベ ト ナ ム 国 ハ ノ イ 市

上 海 フ コ ク 有 限 公 司 本 社 工 場 中 国 上 海 市

東 莞 フ コ ク 有 限 公 司 本 社 工 場 中 国 東 莞 市

青 島 フ コ ク 有 限 公 司 本 社 工 場 中 国 青 島 平 度 市

フ コ ク （上 海） 貿 易 有 限 公 司
本 社 中 国 上 海 市

北 京 営 業 所 中 国 北 京 市

フ コ ク ア メ リ カ イ ン ク 本 社 工 場 米 国 サ ウ ス カ ロ ラ イ ナ 州

フ コ ク メ キ シ コ 株 式 会 社 本 社 工 場 メ キ シ コ 国 グ ア ナ フ ァ ト 州

フ コ ク チ ェ コ 有 限 会 社 本 社 工 場 チ ェ コ 国 ウ ー ス チ ー 州
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(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

機 能 品 2,508 (1,865) △89 (574)

防 振 1,219 (552) △70 (68)

金 属 加 工 181 (34) 10 (△7)

ホ ー ス 206 (180) 59 (42)

新 事 業 250 　(58) △13 (3)

全 社 （共 通） 409 (23) 75 (5)

合 計 4,773 (2,712) △28 (685)

(注) １．使用人数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員、パート）は( )に年間の平均人数を外数で記載

しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等に所属しているものであります。

３．当連結会計年度より事業区分を変更しており、前連結会計年度まで機能品に含めていた新事業を別掲し、

その他として記載していた事業区分はホースと変更しております。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数（名） 前事業年度末比増減（名） 平 均 年 齢（歳） 平均勤続年数（年）

1,145 (617) △66 (108) 41.9 12.8

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員、パート）は( )に年間の平均人数を外数で記載して

おります。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

当社グループの主要な借入先及び借入額は、以下のとおりであります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,546百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,426百万円

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 802百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 792百万円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 80百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 70,000,000株

② 発行済株式の総数 17,609,130株

③ 株主数 18,432名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数（株） 持株比率（％）

Ｊ 河 本 株 式 会 社 2,526,000 15.2

Ｋ Ａ Ｗ Ａ Ｍ Ｏ Ｔ Ｏ Ｃ Ｍ Ｋ 株 式 会 社 2,171,000 13.1

渡 辺 ま り 1,343,256 8.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,217,000 7.3

フ コ ク 取 引 先 持 株 会 837,050 5.0

フ コ ク 従 業 員 持 株 会 536,297 3.2

河 本 太 郎 517,471 3.1

河 本 次 郎 517,471 3.1

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 187,089 1.1

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 165,700 1.0

(注) １．当社は自己株式を1,046,028株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式の総数は、

1,217,000株であります。

４．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式の総数は、

165,700株であります。
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(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(3) 会社役員の状況

① 取締役の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 河 本 太 郎

代 表 取 締 役 社 長 河 本 次 郎

取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 猪 原 昭
輸送機器事業統括本部長、総合企画室、管理本部、
財務本部担当

取 締 役 専 務 執 行 役 員 町 田 省 司 製造本部長、生産技術本部担当

取 締 役 常 務 執 行 役 員 井 上 明 彦 品質保証本部長、技術本部担当

取締役（監査等委員・常勤） 酒 井 達 夫

取 締 役 （監 査 等 委 員） 瀬 下 明 人

取 締 役 （監 査 等 委 員） 樋　口 節 夫 ソーシャルワイヤー株式会社社外監査役

(注) １．取締役（監査等委員）瀬下明人氏、取締役（監査等委員）樋口節夫氏は社外取締役であります。なお、

当社は瀬下明人氏、樋口節夫氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

２．当社は、経営陣や独立役員である監査等委員との連携・調整にあたる体制を構築するため、常勤の監査

等委員を置いております。

３．取締役（監査等委員）酒井達夫氏は、長年にわたり当社経理部において財務及び会計、原価に関する業

務に従事しており、財務及び会計、原価に関する相当程度の知見を有しております。

４．取締役（監査等委員）瀬下明人氏は、長年にわたり財務及び会計、原価に関する業務に従事しており、

財務及び会計、原価に関する相当程度の知見を有しております。

５．取締役（監査等委員）樋口節夫氏は公認会計士の資格を有しております。
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② 責任限定契約の内容の概要

　当社と監査等委員である各取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は同法第425条第１項に定める額

のいずれか高い額としております。

③ 取締役の報酬等の総額

区 分 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

6名
(－)

178百万円
(－)

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

3名
(2)

15百万円
(6)

合 計 9名 194百万円

(注) １．人員欄の合計は実支給人員数を示しております。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第62回定時株主総

会において年額300百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

４．監査等委員である取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第62回定時株主総会において年額30

百万円以内と決議いただいております。

５．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

　イ．当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額

取締役 6名 27百万円（うち社外取締役 －名 －百万円)

監査等委員 3名 1百万円（うち社外取締役 2名 0百万円)

　ロ．ストックオプションによる報酬額

　 当事業年度におけるストックオプションによる報酬はありません。

６．上記のほか、当事業年度において以下のものを支払っております。

　 平成28年６月29日開催の第63回定時株主総会決議に基づき支払った役員退職慰労金

　 取締役 １名 15百万円（うち社外取締役 －名 －百万円）
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④ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役（監査等委員）樋口節夫氏は、ソーシャルワイヤー株式会社の社外監査役であ

ります。ソーシャルワイヤー株式会社と当社との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

ⅰ）取締役会及び監査等委員会への出席状況

出 席 状 況

取締役（監査等委員）瀬 下 明 人
当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回出
席し、監査等委員会8回開催のうち8回出席いたしま
した。

取締役（監査等委員）樋　口 節 夫
当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回出
席し、監査等委員会8回開催のうち8回出席いたしま
した。

ⅱ）取締役会及び監査等委員会における発言状況

　各氏は、主に企業経営への関与の豊富な経験から、取締役会において、議案、報告

事項に対し適宜質問し意見を述べております。他方、監査等委員会においては、監査

方針の協議を始めとして、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協

議等を行っております。また経営トップとの意見交換の実施により、助言・提言を行

っております。
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(4) 会計監査人の状況

① 会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

② 会計監査人に対する報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 58百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

58百万円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人

としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算定根拠等

が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判

断をいたしました。

３．当社の一部の海外連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けておりま

す。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、法令及び基準等が定める会計監査人の独立性及び信頼性その他職務の

遂行に関する状況等を総合的に勘案し、再任又は不再任の決定を行います。

　会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監査

等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定

いたします。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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⑥ 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要

イ．処分対象

新日本有限責任監査法人

ロ．処分の内容

ⅰ）３か月の業務の一部停止（契約の新規の締結に関する業務の停止）

　 (平成28年１月１日から同年３月31日）

ⅱ）業務改善命令（業務管理体制の改善）

ハ．処分の理由

ⅰ）他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類

を重大な虚偽のないものとして証明したため。

ⅱ）当監査法人の運営が著しく不当と認められたため。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備についての当社取締役会の

決議の内容の概要は以下のとおりであります。

① 事業運営の基本方針

　当社及び当社子会社（以下「フコクグループ」という。）は、法令、定款を遵守し、ま

た社会からの要請に応え、さらに、創業の精神、企業理念、2023経営ビジョン、2023経営

戦略の柱に則り、フコクグループの着実な事業基盤の強化を推進する。

イ．創業の精神

「Yes, We Do!」（みんなで新しいことに挑戦しよう！）

ロ．企業理念

新しい価値創造に挑戦し、夢あふれる未来づくりに貢献する

ハ．2023経営ビジョン

・全員参加で、より良い明日を目指す企業

・地球環境を大切にし、社会と共に進化する企業

ニ．2023経営戦略の柱

・グローバル視点で事業を拡大する

・現場力で品質と環境の改善・改革を追求する

・次世代技術・新事業を開拓する

・働く喜びを共有できる風土を醸成する

② 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．企業行動指針の遵守と企業理念の実現

　取締役及び使用人は、企業行動指針を遵守することはもちろん、企業理念を実現する

ために、高い倫理観と責任を持ち、良識ある行動をとる。

ロ．コンプライアンス体制整備

　当社は、コンプライアンス体制の整備の取組みを通じてコンプライアンス体制の有効

性を確保するとともに、フコクグループ全体でルールを共有することで、一層の企業価

値向上を図る。
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ハ．取締役会の開催

　取締役会規程に基づき、取締役会を月１回定期に開催するとともに、必要に応じて適

宜臨時に開催する。

ニ．監査等委員会監査

　監査等委員会は、監査等委員会規程及び監査等委員会監査規程に則り、取締役の職務

の執行に関する適法性及び妥当性について監査監督を行う。

ホ．内部監査

　内部監査室は、業務監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報

告する。

ヘ．取締役の取引等の制限

　利益相反取引を含め、取締役の取引等の制限は、取締役業務執行規程又はその他関連

規程においてこれを明らかにする。

ト．財務報告の適正性確保のための体制整備

 「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制の評価」につい

て、各種手続きの文書化を始めとする社内規程等の整備を推進するとともに、財務報告

の適正性を確保するための体制について一層の充実を図る。

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、適切且つ確実に検索性の高い状態で保存・管

理し、必要に応じて10年間は閲覧可能な状態を維持する。

④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理委員会は、事業活動における様々なリスクについて横断的なリスク管理を行

うほか、各分野の所管部門が当該部門固有のリスク管理を行う。

　これらに加え、当社では以下のようなリスク管理を行っている。

イ．コンプライアンス違反のリスクの管理

ロ．マネジメントシステムによるオペレーショナルリスクの管理

ハ．海外に関するリスクの管理

ニ．知的財産に関するリスクの管理
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⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会の決定に基づく業務執行については、各社内規程にそれぞれの責任者及びその

責任、執行手続の詳細について定めるとともに、その執行にあたってはフコクグループの

企業理念を踏まえる。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．グループ体制

　当社は、子会社の事業運営、意思決定についてその独立性を尊重し、子会社は、フコ

クグループの一員として企業理念を実現するための事業運営をする。

ロ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、情報収集、リスク管理及び業務の適正を確保する観点から子会社に対して使

用人を派遣し、経営に参画させるとともに、月１回の月報と年２回のグローバル経営会

議において子会社の取締役等の職務の執行状況について報告を受ける。

ハ．子会社の損失の危険の管理に関する規程及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的

に行われていることを確保するための体制

　当社は、フコクグループとして共有すべき規程を制定し、これら規程において、損失

の危険及びその他事業運営全般に関して詳細を定め、子会社の取締役等が職務の執行を

効率的に行っていることを定常的に確認する。なお、特に連結決算対象となる子会社に

ついては、関連規程に基づいた連結決算に必要な管理を行う。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制

　内部監査室が子会社に対して業務監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査

等委員会に報告する。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

イ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき者とその体制の維持に関する事項について規程に定

め、必要な場合、いつでも設置できるようにしている。
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ロ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の他の取締役からの独立性及び指

示の実効性の確保に関する事項

　任命された監査等委員会の職務の補助者に対する指揮命令権は監査等委員会が有す

る。

⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告するための

体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員会の監査が実効的に

行われることを確保するための体制

イ．監査等委員会監査の尊重

　当社は、社内規程において監査等委員会監査に対する協力、監査体制の構築及びその

尊重について明らかにしている。

ロ．内部監査（業務監査）体制

　代表取締役社長の直属の組織として、業務の法規その他要求事項への適合性と効率性

を監査するための内部監査室を設置している。

ハ．監査等委員会への報告体制

　当社及び子会社において、財務及び事業に重大な影響を及ぼす懸念について、取締役

（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに子会社の取締役等及び使用人から

報告を受けた者は、監査等委員会にその都度遅滞無く報告する。

ニ．内部通報内容の監査等委員会への情報伝達

　内部通報制度の運用において通報された法令違反その他コンプライアンス上の問題に

ついては、監査等委員会に対し、速やかに当該通報に関する適切な情報伝達を行う。

ホ．監査等委員会へ報告をした者及び内部通報者の取扱い

　当社は、監査等委員会へ報告をした者及び内部通報制度を利用した通報者に対し、当

該報告をしたことを理由として、当社又は子会社において不利な取扱いをしない。

へ．監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の処理の方針

　監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理は、社内規程の定めに従い、監査等委員会が決裁す

る。
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⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

イ．基本的な考え方

　当社は、企業行動指針に反社会的勢力との関係遮断を宣言しており、市民社会の秩序

や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関わりを持たず、不当な要求等にも一切応

じない。

ロ．整備状況

　当社は、社内統括部署を設置して情報の一元管理を行うとともに、弁護士、警察、及

びその他関係機関等と連携している。

　当事業年度における業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の

概要は以下のとおりであります。

① 当社のコンプライアンス体制について

　適正かつ公正な事業活動を行うために、当社は企業理念、経営ビジョン、企業行動指針

を定めており、取締役及び使用人はこれを遵守するとともに、当社は必要な研修を適宜行

っております。また、法令遵守・不正行為の防止及び早期発見等のために、社外相談窓口

（内部通報制度）を設置し、適切に運用しております。

② 職務の執行の適正性・効率性を確保するための取組みについて

　当社は取締役会を原則月１回開催するほか、役員及び幹部社員が参加し、事業運営、企

業の体制、事業計画等の経営上の重要事項を審議する会議を別途執り行い、適正性・効率

性を確保しています。また重要会議には常勤の監査等委員も出席し、適宜必要な意見を表

明しています。

③ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための取組みについて

　監査等委員会、内部監査室及び会計監査人は、定期的に当社及び当社子会社の内部統制

システムの運用状況や監査結果について協議及び意見交換を行い、緊密な連携を図ること

により、内部統制システムの運用状況の向上に努めています。また、上記重要会議への出

席、重要文書の閲覧、取締役及び使用人からの報告、聴取等により理解を深め、監査の実

効性を確保しています。
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④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する取組みについて

　取締役会を始めとした重要な会議の記録、業務執行に係る決裁文書及びその他取締役の

職務執行に係る情報を、文書又は電磁的媒体に記録し、保存及び管理を行っています。

⑤ 子会社の業務の適正性及び損失の危険の管理に対する取組みについて

　子会社は当社の全社方針に基づいた事業計画を策定し、当社及び子会社の役職員が参加

するグローバル経営会議で報告を行うことで、業務の適正性を確保し、半年経過後のレビ

ュー会議にて業務の執行状況を確認しています。なお、こういった会議により、当社が子

会社に対し、経営に関する指導・助言等を行うとともに、各規程により子会社の損失の危

険及びその他事業運営全般に関して詳細を定め、管理体制の強化を図っております。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　該当事項はありません。

(7) 会社の支配に関する基本方針

① 基本方針の内容

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由

な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大量買付行為であっても、当社グループの企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定

するものではありません。また、最終的には株式の大量買付提案に応じるかどうかは株主

の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

　ただし、株式の大量買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち

続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利

益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えない

もの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されな

いものもありえます。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務とし

て、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大量買付提案者との交渉など

を行う必要があると考えています。
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② 具体的な取組み

イ．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、多数の株主及び投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただく

ため、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させるため、ⅰ）企業理

念・経営ビジョンの実現による中長期的な企業価値向上、ⅱ）コーポレート・ガバナン

スの強化、ⅲ）安全で高品質な製品の提供、に取組んでおります。

　これらの取組みは、株主及び投資家の皆様を始め、お得意先、お取引先、従業員ある

いは地域社会等のすべてのステークホルダーから評価され、そして、そのことが株主価

値の最大化に資するものであると考えております。

ロ．不適切な支配の防止のための取組み

　当社取締役会は、当社株式等の大量買付行為等を行おうとする者が遵守すべきルール

を明確にし、株主及び投資家の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び

時間、並びに大量買付行為等を行おうとする者との交渉の機会を確保するために、平成

27年６月26日開催の第62回定時株主総会において、当社株式等の大量買付行為等に関す

る対応策（以下「買収防衛策」といいます。）の継続について、株主の皆様のご承認を

いただきました。

　当社の買収防衛策の主な内容は、当社の株式等保有割合が20％以上となるような買付

等を行う者または提案する者に対して、ⅰ）買付行為の前に、当社取締役会に対して、

買付等の内容検討に必要な情報及び当社が定める手続きを遵守する旨の誓約文を提出す

ること、ⅱ）その後、当社取締役会から独立した第三者により構成される独立委員会

が、その買付等の内容と当社取締役会の事業計画等を比較検討する期間を設けるととも

に、当社が定める手続きを遵守しなかった場合又は当社の企業価値・株主共同の利益を

害するおそれがある場合等には、新株予約権の無償割当ての方法による対抗措置を講じ

るというものであります。

　なお、この買収防衛策の詳細については、平成27年５月15日付で「当社株式等の大量

買付行為等に関する対応策（買収防衛策）の継続について」として公表いたしておりま

す。このプレスリリースの全文は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

http://www.fukoku-rubber.co.jp/）に掲載しておりますのでご参照ください。
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③ 上記②の取組みについての取締役会の判断

イ．当社取締役会は、上記②の取組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社

の企業価値・株主共同の利益を確保するための取組みであり、株主の皆様の共同の利益

を損なうものではないと考えます。

　それは、ⅰ）企業理念・経営ビジョンの実現による中長期的な企業価値向上、ⅱ）コ

ーポレート・ガバナンスの強化、ⅲ）安全で高品質な製品の提供といった取組みを事業

の重要な課題として推し進めることが、更なる高収益事業構造の構築ひいては企業価

値・株主共同の利益の確保・向上に資するものであると考えること、及び、買収防衛策

は、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものであり

ますので、いずれも当社基本方針に沿うものと考えます。

ロ．当社の買収防衛策は、取締役会の恣意的な判断を排するため、当社経営陣から独立し

た者のみから構成される独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収

防衛策を発動すること等が定められており、取締役の地位の維持を目的とするものでは

ありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

保 険 積 立 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

35,215

8,496

15,175

3,784

3,226

1,011

2,053

343

1,134

△10

29,938

27,632

8,455

10,099

1,220

6,173

268

1,414

856

12

843

1,449

794

32

85

81

246

209

△0

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

電 子 記 録 債 務

短 期 借 入 金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

設 備 関 係 支 払 手 形

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

23,193

5,786

4,272

5,490

2,061

626

654

742

3,560

6,247

2,722

676

1,863

790

194

負 債 合 計 29,440

純 資 産 の 部

株 主 資 本 32,866

資 本 金 1,395

資 本 剰 余 金 1,576

利 益 剰 余 金 30,845

自 己 株 式 △951

その他の包括利益累計額 619

その他有価証券評価差額金 153

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1

為 替 換 算 調 整 勘 定 467

非 支 配 株 主 持 分 2,226

純 資 産 合 計 35,712

資 産 合 計 65,153 負 債 及 び 純 資 産 合 計 65,153
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 70,663

売 上 原 価 58,081

売 上 総 利 益 12,581

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,483

営 業 利 益 3,097

営 業 外 収 益

受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 12

ロ イ ヤ ル テ ィ 収 入 61

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 71

そ の 他 276 458

営 業 外 費 用

支 払 利 息 122

為 替 差 損 24

そ の 他 43 190

経 常 利 益 3,365

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2

減 損 損 失 100 102

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,262

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 923

法 人 税 等 調 整 額 △48 875

当 期 純 利 益 2,387

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 250

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,137
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,395 1,576 29,041 △832 31,181

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △333 　 △333

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

　 　 2,137 　 2,137

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △118 △118

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額)

　 　 　 　 　

当連結会計年度変動額合計 － － 1,803 △118 1,684

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,395 1,576 30,845 △951 32,866

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

当連結会計年度期首残高 121 △1 1,477 0 2,151 34,930

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △333

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

　 　 　 　 　 2,137

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 △118

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額)

32 △0 △1,009 △0 75 △902

当連結会計年度変動額合計 32 △0 △1,009 △0 75 782

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 153 △1 467 － 2,226 35,712
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社は、末吉工業株式会社、株式会社東京ゴム製作所、韓国フコク株式会社、タイフ

コク株式会社、サイアムフコク株式会社、株式会社フコク東海ゴムインドネシア、上海フコク

有限公司、東莞フコク有限公司、青島フコク有限公司、フコク（上海）貿易有限公司、フコク

アメリカインク、フコクインディア株式会社、フコクベトナム有限会社、株式会社トリムラバ

ー、タイフコクパナプラスファウンドリー株式会社、フコクチェコ有限会社及びフコクメキシ

コ株式会社の17社であります。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用した関連会社は、南京富国勃朗峰橡胶有限公司の１社であります。持分法を適

用していない関連会社フルイドウェアテクノロジーズ株式会社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外

しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の決算日は、12月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、同決

算日現在の計算書類を使用しております。

　ただし、連結子会社各社の決算日以降連結決算日３月31日までの期間に発生した連結会社間

の重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法
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② たな卸資産

主として総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については

定額法）を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採用しており

ます。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基

づく定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金………………売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に備えるため、主として内規に基づく期

末要支給見積額を引当計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて、特例処

理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引等、金利スワップ取引
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ヘッジ対象

原材料輸入に係る外貨建予定取引、借入金の変動金利

③ ヘッジ方針

　当社グループのデリバティブ取引は、将来の為替、金利の変動によるリスク回避を目的

としており、投機的な取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、そ

の変動額の比率によって有効性を評価しています。ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略しております。

⑤ 取引に係るリスク管理体制

　当社グループでは、デリバティブ取引の執行、管理については、取引権限及び取引限度

額を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る負債の計上基準

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異については、発生時の連結

会計年度において一括して費用処理しております。

② 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）

　（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」 （実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、

平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更しております。

　なお、当連結会計年度において、連結計算書類への影響は軽微であります。
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（表示方法の変更に関する注記）

　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表示しておりました

「電子記録債権」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記すること

としました。

　なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は2,816百万円であります。

　また、前連結会計年度まで独立掲記しておりました流動負債の「リース債務」及び固定

負債の「リース債務」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より流動負債

及び固定負債の「その他」にそれぞれ含めて表示しております。

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 55,435百万円

２．担保に供している資産

担保資産の内容及びその金額

建物及び構築物 2,515百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 1,339百万円

合計 3,855百万円

担保に係る債務の金額

短期借入金 723百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,246百万円

長期借入金 738百万円

合計 2,709百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

　

当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 17,609 － － 17,609

自 己 株 式

普 通 株 式 921 124 － 1,046
　

(注) 自己株式の株式数の増加は自己株式の取得による増加124千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株で

あります。

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 166百万円 10円 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年10月31日
取 締 役 会

普通株式 166百万円 10円 平成28年９月30日 平成28年12月６日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの
　

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成29年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 165百万円 利益剰余金 10円 平成29年３月31日 平成29年６月30日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しており

ます。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行

借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに主な取引先の信用状況を把握する体制としております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヵ月以内の支払期日でありま

す。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達を、長期借入金及びファイナン

ス・リース取引に係る債務は主に設備投資に係る資金調達を、それぞれ目的としたものであ

り、償還日は最長で決算日後５年であります。長期借入金のうち、金利の変動リスクの重要

性が高いと判断したものについては、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘ

ッジしております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを

目的とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした

金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ

方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本とな

る重要な事項「４．会計方針に関する事項(5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権については、営業部門が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当

社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた

め信用リスクはほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対して、一部は為替予約を

利用してヘッジしております。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため

に、金利スワップ取引を利用しております。
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　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規

程に従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき資金担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいても各社の担当部署が同様の管理を行っており、親会社の資金担当部門がその管理状

況をモニタリングしております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません（(注)２．参照）。
(単位：百万円)

　

連結貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

(1) 現金及び預金 8,496 8,496 －

(2) 受取手形及び売掛金 15,175 15,175 －

(3）電子記録債権 3,784 3,784 －

(4) 投資有価証券 320 320 －

(5) 支払手形及び買掛金 (5,786) (5,786) －

(6) 電子記録債務 (4,272) (4,272) －

(7) 短期借入金 (5,490) (5,490) －

(8) １年内返済予定の長期借入金 (2,061) (2,068) 7

(9) 未払法人税等 (626) (626) －

(10) 設備関係支払手形 (742) (742) －

(11) 長期借入金 (2,722) (2,705) △16

(12) デリバティブ取引 (1) (1) －
　

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
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(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

　(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価

格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

　(5) 支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、(7) 短期借入金、(9) 未払法人税等、

(10) 設備関係支払手形

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

　(8) １年内返済予定の長期借入金、(11) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　(12) デリバティブ取引

　 デリバティブ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

　 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式及び非上場外国債券 474
　

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 2,021円71銭

２．１株当たり当期純利益 128円15銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

特 許 権

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

18,807

3,010

608

2,253

8,582

1,074

496

371

15

292

2,102

18,793

8,834

1,842

201

2,726

13

608

3,278

163

252

8

204

12

27

9,706

445

7,701

17

1,174

245

122

△0

流 動 負 債 11,299

支 払 手 形 832

買 掛 金 2,327

電 子 記 録 債 務 3,336

短 期 借 入 金 100

１年内返済予定の長期借入金 1,782

未 払 金 730

未 払 費 用 710

未 払 法 人 税 186

未 払 消 費 税 64

賞 与 引 当 金 591

設 備 関 係 支 払 手 形 96

そ の 他 541

固 定 負 債 4,027

長 期 借 入 金 2,453

退 職 給 付 引 当 金 1,059

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 514

負 債 合 計 15,327

純 資 産 の 部

株 主 資 本 22,123

資 本 金 1,395

資 本 剰 余 金 1,576

資 本 準 備 金 1,514

そ の 他 資 本 剰 余 金 62

利 益 剰 余 金 20,102

利 益 準 備 金 262

そ の 他 利 益 剰 余 金 19,840

土 地 圧 縮 積 立 金 96

別 途 積 立 金 6,750

繰 越 利 益 剰 余 金 12,994

自 己 株 式 △951

評 価 ・ 換 算 差 額 等 150

その他有価証券評価差額金 150

純 資 産 合 計 22,274

資 産 合 計 37,601 負 債 及 び 純 資 産 合 計 37,601
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 35,515

売 上 原 価 31,123

売 上 総 利 益 4,392

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,795

営 業 損 失 402

営 業 外 収 益

受 取 利 息 22

受 取 配 当 金 758

ロ イ ヤ ル テ ィ 収 入 947

そ の 他 213 1,941

営 業 外 費 用

支 払 利 息 17

為 替 差 損 14

固 定 資 産 除 却 損 9

そ の 他 10 51

経 常 利 益 1,487

特 別 損 失

減 損 損 失 2

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2 4

税 引 前 当 期 純 利 益 1,483

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 233

法 人 税 等 調 整 額 9 243

当 期 純 利 益 1,240
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

― 35 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 16時26分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



株主資本等変動計算書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

土地圧縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
乗 余 金

当 期 首 残 高 1,395 1,514 62 262 96 6,750 12,087

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △333

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 1,240

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 906

当 期 末 残 高 1,395 1,514 62 262 96 6,750 12,994

株 主 資 本 評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △832 21,335 117 0 21,453

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 △333 　 　 △333

当 期 純 利 益 　 1,240 　 　 1,240

自 己 株 式 の 取 得 △118 △118 　 　 △118

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

　 　 32 △0 32

当 期 変 動 額 合 計 △118 787 32 △0 820

当 期 末 残 高 △951 22,123 150 － 22,274
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券………………………時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採

用しております。

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

　

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数

理計算上の差異については、発生時の事業年度において一括して

費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要

支給見積額を引当計上しております。
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５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて、特例処理

の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

デリバティブ取引（金利スワップ取引）

ヘッジ対象

相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反映されていないもの及び

キャッシュ・フローが固定されその変動が回避されるもの

(3) ヘッジ方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の為替、金利の変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理のため有効性の評価を省略しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

　当社では、デリバティブ取引の執行、管理については、取引権限及び取引限度額を定めた

社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。
　
６．のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。
　
７．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
　
（会計方針の変更に関する注記）

　（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

　なお、当事業年度において、計算書類への影響は軽微であります。

（表示方法の変更に関する注記）

　（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「固定資

産除却損」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。

　なお、前事業年度の「固定資産除却損」は14百万円であります。
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（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しております。
　
（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 29,871百万円

２．関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 3,263百万円

長期金銭債権 1,174百万円

３．関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 666百万円

４．保証債務

下記の関係会社の金融機関からの借入れに対し債務保証を行っております。

株式会社東京ゴム製作所 375百万円

上海フコク有限公司 330百万円

青島フコク有限公司 161百万円

フコクアメリカインク 117百万円

フコクメキシコ株式会社 84百万円

合計 1,069百万円

５．担保に供している資産

担保資産の内容及びその金額

建物 84百万円

機械及び装置 0百万円

土地 483百万円

合計 567百万円

担保に係る債務の金額

１年内返済予定の長期借入金 1,081百万円

長期借入金 498百万円

合計 1,580百万円
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（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 4,523百万円

仕入高 6,707百万円

材料支給高 624百万円

営業取引以外の取引による取引高 1,829百万円
　
（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

　

当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

自 己 株 式

普 通 株 式 921 124 － 1,046
　

(注) 自己株式の株式数の増加は自己株式の取得による増加124千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株で

あります。
　
（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却超過額 15百万円

少額減価償却資産 6百万円

減損損失 184百万円

投資有価証券評価損 33百万円

関係会社株式評価損 441百万円

ゴルフ会員権評価損 12百万円

未払事業税 22百万円

貸倒引当金 0百万円

賞与引当金 181百万円

退職給付引当金 322百万円

役員退職慰労引当金 156百万円

その他 88百万円

評価性引当額 △821百万円

繰延税金資産計 645百万円

繰延税金負債

土地圧縮積立金 51百万円

その他有価証券評価差額金 56百万円

繰延税金負債計 107百万円

繰延税金資産の純額 538百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）

関連当事者との取引のうち重要なものは、以下のとおりであります。
　

属 性 会社等の名称 住 所 資 本 金
議決権等
の 所 有
割 合

事業の内容

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

韓 国 フ コ ク
株 式 会 社

韓 国 4,372百万ウォン 80％

機能品ゴム製
品及び防振ゴ
ム製品の製造
販 売

―
製品の販売、
技 術 供 与 等

ロイヤルティ
の 受 取

262 未収入金 67

フコクインディア
株 式 会 社

イ ン ド 355百万ルピー 100％

機能品ゴム製
品及び防振ゴ
ム製品の製造
販 売

―
製品の販売、
技術供与、資
金 援 助 等

資金の貸付 －
関係会社
貸 付 金

423

利息の受取 7 未収収益 3

フコクベトナム
有 限 会 社

ベトナム 15,000千米ドル 100％
機能品ゴム製
品の製造販売

―
製品の販売、
技術供与、資
金 援 助 等

資金の貸付 885
関係会社
貸 付 金

1,316

利息の受取 12 未収収益 3
　

(注) 債務保証は（貸借対照表に関する注記）４．保証債務に記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　韓国フコク株式会社に対するロイヤルティについては、売上金額に応じ一定率の受取をして

おります。

　フコクインディア株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定

しており、返済条件は平成35年までの分割返済としております。

　フコクベトナム有限会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定し

ており、返済条件は平成36年までの分割返済としております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,344円80銭

２．１株当たり当期純利益 74円36銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

株式会社 フ コ ク
　取締役会 御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 入 江 秀 雄 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 金 陽 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フコクの平成28年４月１
日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社フコク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

株式会社 フ コ ク
　取締役会 御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 入 江 秀 雄 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 金 陽 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フコクの平成28年
４月１日から平成29年３月31日までの第64期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第64期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報
告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携
の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの
各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につい
て検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

　

― 44 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 16時26分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方
に関する基本方針は相当であると認めます。
事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基
本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、
当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月12日

株式会社フコク 監査等委員会

監 査 等 委 員 酒 井 達 夫 ㊞

監 査 等 委 員 瀬 下 明 人 ㊞

監 査 等 委 員 樋 口 節 夫 ㊞

(注) 監査等委員 瀬下明人及び樋口節夫は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　第64期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして以

下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は165,631,020円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年６月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）５名全員は、本定時株

主総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

　なお、監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及び業績等を評

価したうえで、当社の取締役として適任であると判断しております。

　取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

１

　再任

河
か わ も と

本　太
た ろ う

郎
(昭和28年５月27日生)

昭和51年４月 当社入社

517,471株

昭和59年３月 当社取締役製造部長
平成５年６月 当社専務取締役管理本部長
平成６年４月 当社専務取締役生産本部長
平成８年３月 当社専務取締役営業本部長
平成９年６月 当社取締役副社長営業本部長
平成11年６月 当社代表取締役社長
平成21年６月 当社取締役会長

現在に至る

【選任理由】

当社の代表取締役社長、取締役会長を務めるなど、経営全般に関する豊富な知見と経験を有しており、

取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。

２

再任

河
か わ も と

本　次
じ ろ う

郎
(昭和31年８月31日生)

昭和55年４月 当社入社

517,471株

昭和61年６月 当社取締役（非常勤）
平成５年３月 当社取締役開発本部長
平成５年６月 当社常務取締役開発本部長
平成９年６月 当社専務取締役技術開発本部長
平成12年４月 当社専務取締役構造改革プロジェクト室長
平成13年６月 当社代表取締役副社長
平成16年６月 当社取締役
平成17年６月 当社取締役副社長
平成20年６月 当社代表取締役副社長購買本部長
平成21年６月 当社代表取締役社長

現在に至る

【選任理由】

当社の代表取締役社長として、当社グループ経営を担い、強いリーダーシップと経営全般に関する豊富

な知見を有しており、取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

３

　再任

猪
い の は ら

原　 昭
あきら

(昭和17年８月15日生)

昭和40年４月 ㈱ブリヂストン入社

3,000株

平成３年８月 ブリヂストン／ファイアストン・インク
Executive Director

平成６年７月 ㈱ブリヂストン購買本部長
平成９年４月 同社取締役購買本部長
平成12年10月 同社常務取締役購買担当
平成14年４月 同社常務執行役員購買担当
平成17年３月 同社退社
平成20年６月 当社入社購買副本部長
平成21年６月 当社取締役管理本部長
平成22年６月 当社常務取締役管理本部長
平成23年６月 当社取締役専務執行役員管理本部長
平成27年４月 当社取締役副社長執行役員管理本部長
平成28年４月 当社取締役副社長執行役員輸送機器事業統括本部

長、調達本部長
平成29年１月 当社取締役副社長執行役員輸送機器事業統括本部

長
平成29年５月 当社取締役副社長執行役員輸送機器事業統括本部

長、企画本部、管理本部、財務本部担当
現在に至る

【選任理由】

他社での豊富な経験と幅広い知見を活かして、当社グループ全体の事業構造改革を力強く牽引しており、

取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。

４

　再任

町
ま ち だ

田　省
し ょ う じ

司
(昭和28年11月５日生)

昭和51年４月 当社入社

14,831株

平成15年６月 当社執行役員上尾事業部長
平成17年６月 当社取締役上尾事業部長
平成21年６月 当社上級執行役員シール機能品事業統括本部長
平成22年７月 当社常務執行役員機能品統括本部長
平成25年６月 当社取締役専務執行役員機能品統括本部長兼シー

ル機能品事業本部長
平成27年４月 当社取締役専務執行役員機能品統括本部長、生産

本部長
平成28年４月 当社取締役専務執行役員製造本部長、工場統括室

長
平成28年６月 当社取締役専務執行役員製造本部長、生産技術本

部担当
現在に至る

【選任理由】

当社の取締役専務執行役員として、当社グループ全体の製造部門を長年牽引してきた実績と「ものづく

り」全般の知見と経験を有しており、取締役候補者として適任と判断し、選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

５

再任

井
い の う え

上　明
あ き ひ こ

彦
(昭和30年11月27日生)

昭和53年４月 日本電装㈱（現㈱デンソー）入社

　
　－株

平成14年１月 同社ボデー機器品質保証部長
平成24年１月 同社品質管理部TQM推進室担当部長
平成25年４月 当社品質保証副本部長（出向）
平成26年４月 当社入社執行役員品質保証本部長（転籍）
平成27年４月 当社常務執行役員品質保証本部長
平成28年６月 当社取締役常務執行役員品質保証本部長、技術本

部担当
現在に至る

【選任理由】

他社での豊富な経験と幅広い知見を活かして、当社グループ全般の品質管理と技術開発を担い、大きな

貢献を果たしてきた実績と、今後一層の品質、R&Dの強化を図るため、取締役候補者として適任と判断

し、選任をお願いするものです。

(注) 各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役３名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

1

　再任 社外

瀬
せ じ も

下　明
あ き と

人
(昭和23年10月８日生)

昭和44年４月 日信工業㈱入社

100株

平成４年４月 同社経理部センター長
平成14年１月 同社事業センター事業企画室長
平成16年７月 同社購買部長
平成18年４月 アケハイ工業㈱代表取締役社長
平成19年５月 同社退社
平成19年６月 日信工業㈱常勤監査役
平成19年６月 ㈱ショーワ監査役（非常勤）
平成21年６月 日信工業㈱及び㈱ショーワ退社
平成23年６月 当社社外監査役（非常勤）
平成27年６月 当社監査等委員である取締役（非常勤・社外）

現在に至る

【選任理由】

経営者として豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営や取締役(監査等委員である取締役を

除く。)の職務の執行について適切な提言・助言をいただいており、監査等委員である取締役（社外取

締役）として適任と判断し、選任をお願いするものです。

2

　再任 社外

樋
ひ ぐ ち

　口　節
せ つ お

夫
(昭和23年10月９日生)

昭和49年４月 監査法人中央会計事務所（後のみすず監査法人）
入所

－株

昭和60年８月 同監査法人社員就任
昭和63年６月 同監査法人代表社員就任
平成19年７月 みすず監査法人退所
平成19年８月 新日本監査法人（現新日本有限責任監査法人）入

所代表社員就任
平成23年６月 同監査法人退所
平成23年６月 樋口節夫公認会計士事務所設立
平成23年７月 ソーシャルワイヤー㈱社外監査役(現任)
平成24年６月 当社社外監査役（非常勤）
平成27年６月 当社監査等委員である取締役（非常勤・社外）

現在に至る

【選任理由】

公認会計士の資格を持ち、会計の専門家として当社の経営や取締役（監査等委員である取締役を除く。）

の職務の執行について適切な提言・助言をいただいており、監査等委員である取締役（社外取締役）と

して適任と判断し、選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

3

　新任

髙
た か は し

橋　壽
ひ さ お

雄
(昭和21年７月１日生)

昭和44年４月 当社入社

20,000株

平成４年４月 当社群馬第二工場長
平成５年３月 当社商品開発部長
平成10年６月 当社中央研究所長
平成13年７月 当社執行役員中央研究所長
平成14年６月 当社取締役中央研究所長
平成19年６月 当社取締役技術本部長
平成20年６月 当社常務取締役技術本部長
平成21年６月 当社常務取締役退任
平成29年３月 当社退社

現在に至る

【選任理由】

当社の常務取締役として経営に携わり、長年、技術、開発等の責務を担い、豊富な経験と実績を有して

おり、当社の経営や取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行について適切な提言・助

言をいただけると考え、監査等委員である取締役として適任と判断し、選任をお願いするものです。

(注) １．各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２．候補者瀬下明人氏及び樋口節夫氏は、社外取締役候補者であります。社外取締役候補者とする理由は、

上記の「選任理由」に記載のとおりであります。

３．瀬下明人氏及び樋口節夫氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員候補者であります。

４．瀬下明人氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役であり、監査等委員である社外取締役としての

期間は本総会の終結の時をもって2年となります。

５．樋口節夫氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役であり、監査等委員である社外取締役としての

期間は本総会の終結の時をもって2年となります。

６．本議案が原案どおり承認可決された場合は、当社と瀬下明人氏及び樋口節夫氏は、会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。また、

髙橋壽雄氏の選任が承認された場合、当社は髙橋壽雄氏との間で同契約を締結する予定であります。な

お、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は法令が定める最低責任限度額のいずれか高

い額としております。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　平成27年６月26日開催の第62回定時株主総会において、補欠の監査等委員である取締役に選任

された梶原則子氏の選任の効力は本定時株主総会開始の時までとされておりますので、監査等委

員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠の監査等委員である取締役１名

の選任をお願いするものであります。

　なお、本選任の効力につきましては、就任前に限り、当社の取締役会の決議によりその選任を

取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

梶
か じ わ ら

原　則
の り こ

子
(昭和32年２月11日生)

昭和61年４月 第一東京弁護士会登録、梶原法律事務所入所

－株
昭和63年10月 成富法律事務所入所
平成５年３月 梶原法律事務所入所
平成12年１月 山下・遠山法律特許事務所入所

現在に至る

【選任理由】

長年の弁護士として培われた法律知識を、監査等委員である取締役に就任された場合に当

社の監査体制に生かしていただくため、補欠の監査等委員である取締役候補者(社外取締

役)として選任をお願いするものです。

(注) １．候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２．補欠の監査等委員である取締役候補者梶原則子氏は、補欠の社外取締役として選任するものであります。

３．補欠の監査等委員である取締役候補者とする理由、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断

する理由及び社外取締役との責任限定契約について

(1) 補欠の監査等委員である取締役候補者とする理由について

梶原則子氏は補欠の社外取締役候補者であります。補欠の社外取締役候補者とする理由は、上記の

「選任理由」に記載のとおりであります。

(2) 社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断する理由について

梶原則子氏は直接、企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務に精通し、企

業経営を統治する十分な見識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行でき

るものと判断しております。

(3) 社外取締役との責任限定契約について

梶原則子氏が監査等委員である取締役に就任された場合には、当社と梶原則子氏は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、10万円又は法令が定める最低責任限度額のいずれ

か高い額としております。
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第５号議案　退任監査等委員である取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本定時株主総会終結の時をもって任期満了により監査等委員である取締役を退任する酒井達夫

氏に対して、在任中の労に報いるため、当社所定の基準による相当額の範囲内で退職慰労金を贈

呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈時期、贈呈方法は監査等委員である取締役の協議にご一任願い

たいと存じます。

　退任監査等委員である取締役の略歴は次のとおりであります。

　 氏 名 　 略 歴

酒
さ か い

井　 達
た つ お

夫
平成21年６月 当社常勤監査役

平成27年６月 当社監査等委員である取締役

　 現在に至る

以 上
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〈メ モ 欄〉
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与野
出入口

新都心
西出入口

上落合

首都高速
埼玉新都心線

新都心
入口

八幡通り

さいたま
スーパーアリーナ

新都心
出口

L.A
タワー

北
与
野
駅

ブリランテ武蔵野

さいたま新都心
合同庁舎１号館

さいたま新都心
合同庁舎２号館

検査棟

ラフレ
さいたま

さいたま新都心郵便局
ビバモール

至上野・東京２階遊歩道

下落合

至池袋・新宿

円阿弥

京
浜
東
北
線

至
大
宮

高
崎
線
・
宇
都
宮
線

さ
い
た
ま
新
都
心
駅

新
大
宮
バ
イ
パ
ス

首
都
高
速
埼
玉
大
宮
線

国
道
17
号

埼
京
線

ホテル
メトロポリタン

コーヒー
ショップ

さいたま
赤十字病院

埼玉県立
小児医療センター

さいたま新都心駅
改札出て左方向へ

L.Aタワー
を左折

株主総会会場ご案内図

埼玉県さいたま市中央区新都心３番地２
　ラフレさいたま 櫻ホール（３階）
　 電話 048（601）1111

■電車をご利用の場合
・ＪＲ京浜東北線・高崎線・宇都宮線「さいたま新都心駅」下車徒歩10分
　※改札出て左方向へ
・ＪＲ埼京線「北与野駅」下車徒歩15分
　※東北・北海道・山形・秋田・上越・北陸新幹線をご利用の方は「大宮駅」で
　お乗り換えください。
■車をご利用の場合
・首都高速埼玉新都心線新都心出口すぐ→ラフレさいたま
　※Ｂ１Ｆ・Ｂ２Ｆに駐車場完備
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